
平成十七年文部科学省令第三十七号

登録認証機関等に関する規則

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年法律第百六十七号）の規定に基づき、及び同法を実施するため、

登録認証機関等に関する規則を次のように定める。
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第一章　総則（第一条）
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第六章　登録埋設確認機関（第五十八条―第七十一条）

第七章　登録濃度確認機関（第七十二条―第八十五条）

第八章　登録試験機関（第八十六条―第九十八条）

第九章　登録資格講習機関（第九十九条―第百十条）

第十章　登録放射線取扱主任者定期講習機関（第百十一条―第百二十一条）

第十一章　登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関（第百二十二条―第百三十二条）

第十二章　雑則（第百三十三条）

附則

第一章　総則

（定義）

第一条　この規則において使用する用語は、放射性同位元素等の規制に関する法律（以下「法」という。）及び放射性同位元素等の規制に

関する法律施行規則（昭和三十五年総理府令第五十六号。以下「施行規則」という。）において使用する用語の例による。

第二章　登録認証機関

（登録の申請）

第二条　法第三十九条の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければ

ならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員（持分会社にあっては、業務を執行する社員。以下同じ。）の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条第一項第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの（申請の日の属

する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録。以下同じ。）

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条第一項第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　設計認証員等の氏名を記載した書類及び設計認証員等が法第四十一条第一項第一号又は第二号に該当する者であることを説明した

書類

四　設計認証業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第三条　法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日の九十日前から三十日前までの間に別記様

式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（設計認証等のための審査の方法等）

第四条　法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲げるものとする。

一　法第十二条の二第三項の申請書及び同条第四項の書面等（次号において「設計認証添付書類」という。）をもって審査を行うこと。

二　設計認証添付書類の記載事項に疑義があり、当該書類のみでは、申請に係る設計（当該設計に合致することの確認の方法を含む。）

並びに使用、保管及び運搬に関する条件が法第十二条の三第一項に規定する技術上の基準に適合しているかどうかの判断ができないと

認めるときは、追加の書類を求めて審査を行うこと。

２　登録認証機関は、設計認証等を行ったときは、当該設計認証等を行った日の属する月の翌月末日までに、別記様式第三による報告書を

原子力規制委員会に提出しなければならない。

（設計認証等の拒否の通知）

第五条　登録認証機関は、設計認証等を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該設計認証等を求めた者に通知

しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第六条　登録認証機関は、法第四十一条の四の規定による届出をしようとするときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しな

ければならない。

（設計認証業務規程の認可の申請）

第七条　登録認証機関は、法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとするときは、別記様式第五の申請書に、設計認証業務規程を添

えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録認証機関は、法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式第六の申請書に、設計認証業務規程（変更に

係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（設計認証業務規程の記載事項）

第八条　法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりとする。

一　設計認証業務を行う時間及び休日に関する事項

二　設計認証業務を行う場所に関する事項
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三　設計認証業務の実施方法に関する事項

四　設計認証等のための審査の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　設計認証等のための審査に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　認証番号の交付に関する事項

七　設計認証員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項

八　設計認証業務に関する秘密の保持に関する事項

九　設計認証業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他設計認証業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第九条　登録認証機関は、法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、別記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければ

ならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第十条　法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像

面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるもののうち、登録認証機関が定めるものと

する。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（設計認証員等の選任の届出等）

第十一条　登録認証機関は、法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をしようとするときは、別記様式第八の届書に、設計認証員等

に選任された者が法第四十一条第一項第一号又は第二号に該当する者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しな

ければならない。

２　登録認証機関は、設計認証員等の氏名について変更が生じたとき、又は設計認証員等を解任したときは、法第四十一条の八第一項後段

の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（役員の選任及び解任の届出）

第十二条　登録認証機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した書類及び

法第四十一条第一項第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録認証機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条第一項第三号ロに該当しな

いことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第十三条　法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりとする。

一　設計認証等を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先

二　設計認証等の求めに係る書類の受理年月日

三　設計認証等の求めに係る放射性同位元素装備機器の名称及び用途

四　設計認証等の求めに係る放射性同位元素装備機器に装備された放射性同位元素の種類及び数量

五　設計認証等の求めに係る放射性同位元素装備機器の設計の名称及び製造者名

六　設計認証等のための審査を行った設計認証員等の氏名

七　審査の結果

八　認証番号及び設計認証等を行った年月日

九　その他設計認証等に関し必要な事項

２　法第四十一条の十三の帳簿は、設計認証業務を行う事業所ごとに作成して備え付け、記載の日から十年間保存しなければならない。

（設計認証業務の引継ぎ）

第十四条　登録認証機関は、法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　設計認証業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　設計認証業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第十五条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第十二条の二第一項の登録をしたとき。 一　登録認証機関の氏名又は名称及び住所

二　設計認証業務の内容

三　設計認証業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の四の規定による届出があったと

き。

一　登録認証機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の六の許可をしたとき。 一　登録認証機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する設計認証業務の範囲

三　設計認証業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　設計認証業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の十二の規定により登録を取り消

し、又は設計認証業務の全部若しくは一部の停止を

命じたとき。

一　登録認証機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は設計認証業務の全部若しくは一部の停止を命じた年月日

三　設計認証業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を命じた設計認

証業務の範囲及びその期間
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五　法第四十一条の十四第二項の規定により原子力

規制委員会が設計認証業務の全部又は一部を自ら行

うものとするとき。

一　設計認証業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする設計認証業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の十四第二項の規定により原子力

規制委員会が自ら行っていた設計認証業務の全部又

は一部を行わないものとするとき。

一　設計認証業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする設計認証業務の範囲

第三章　登録検査機関

（登録の申請）

第十六条　法第四十一条の十五の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提出し

なければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条の十六において準用する法第四十一条第一項第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条の十六において準用する法第四十一条第一項第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　検査員等の氏名を記載した書類及び検査員等が法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条第一項第一号又は第二

号に該当する者であることを説明した書類

四　検査業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第十七条　法第四十一条の十六において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日の

九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（施設検査等の方法等）

第十八条　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲げる

ものとする。

一　施設検査は、次に掲げる方法により行うこと。

イ　施行規則第十四条の十四第二項（施行規則第十四条の十五において準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の申請書及

び同項の書類（以下この号において「施設検査添付書類」という。）をもって申請に係る事業所等において実地に行うこと。

ロ　施設検査添付書類の記載事項に疑義があり、当該書類のみでは、使用施設等又は廃棄物詰替施設等の設置又は変更が法第三条第一

項本文若しくは第四条の二第一項の許可又は法第十条第二項若しくは第十一条第二項の変更の許可の内容（法第八条第一項（法第十

条第三項及び第十一条第三項において準用する場合を含む。）の規定により付された条件を含む。）に適合しているかどうかの判断が

できないと認めるときは、追加の書類を求めて検査を行うこと。

二　定期検査は、次に掲げる方法により行うこと。

イ　施行規則第十四条の十七第二項（施行規則第十四条の十八において準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の申請書及

び同項の書類（同項ただし書に該当する者が受ける定期検査にあっては同項第二号の書類。以下この号において「定期検査添付書

類」という。）をもって申請に係る事業所等において実地に行うこと。

ロ　定期検査添付書類の記載事項に疑義があり、当該書類のみでは、使用施設等又は廃棄物詰替施設等が法第六条第一号から第三号ま

で又は法第七条第一号から第三号までの技術上の基準に適合しているかどうかの判断ができないと認めるときは、追加の書類を求め

て検査を行うこと。

２　登録検査機関は、施設検査等を行ったときは、当該施設検査等を行った日の属する月の翌月末日までに、別記様式第十一による報告書

を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（施設検査等の拒否の通知）

第十九条　登録検査機関は、施設検査等を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該施設検査等を求めた者に通

知しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第二十条　登録検査機関は、法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとするときは、

別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（検査業務規程の認可の申請）

第二十一条　登録検査機関は、法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとするとき

は、別記様式第五の申請書に、検査業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録検査機関は、法第四十一条の十六において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式第六の

申請書に、検査業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（検査業務規程の記載事項）

第二十二条　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとお

りとする。

一　検査業務を行う時間及び休日に関する事項

二　検査業務を行う場所に関する事項

三　検査業務の実施方法に関する事項

四　施設検査等の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　施設検査等に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　施設検査合格証又は定期検査合格証の交付に関する事項

七　検査員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項
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八　検査業務に関する秘密の保持に関する事項

九　検査業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他検査業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第二十三条　登録検査機関は、法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、別記様

式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第二十四条　法第四十一条の十六において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の十六において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるもの

のうち、登録検査機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（検査員等の選任の届出等）

第二十五条　登録検査機関は、法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をしようと

するときは、別記様式第八の届書に、検査員等に選任された者が法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条第一項第

一号又は第二号に該当する者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録検査機関は、検査員等の氏名について変更が生じたとき、又は検査員等を解任したときは、法第四十一条の十六において準用する

法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（役員の選任及び解任の届出）

第二十六条　登録検査機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した書類及

び法第四十一条の十六において準用する法第四十一条第一項第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員

会に提出しなければならない。

２　登録検査機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条の十六において準用する法

第四十一条第一項第三号ロに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第二十七条　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりと

する。

一　施設検査等を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに事業所等の名称及び所在地

二　施設検査等の求めに係る書類の受理年月日

三　施設検査等を行った年月日

四　施設検査等を行った検査員等の氏名

五　施設検査等の結果

六　施設検査合格証又は定期検査合格証の番号及び交付年月日

七　その他施設検査等に関し必要な事項

２　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、検査業務を行う事業所ごとに作成して備え付け、記載

の日から十年間保存しなければならない。

（検査業務の引継ぎ）

第二十八条　登録検査機関は、法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に掲げ

る事項を行わなければならない。

一　検査業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　検査業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第二十九条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第十二条の八第一項の登録をしたとき。 一　登録検査機関の氏名又は名称及び住所

二　検査業務の内容

三　検査業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一

条の四の規定による届出があったとき。

一　登録検査機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一

条の六の許可をしたとき。

一　登録検査機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する検査業務の範囲

三　検査業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　検査業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一

条の十二の規定により登録を取り消し、又は検査業務の全部若し

くは一部の停止を命じたとき。

一　登録検査機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は検査業務の全部若しくは一部の停止を命じた

年月日

三　検査業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を命

じた検査業務の範囲及びその期間
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五　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一

条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が検査業務の全部

又は一部を自ら行うものとするとき。

一　検査業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする検査業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の十六において読み替えて準用する法第四十一

条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っていた

検査業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　検査業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする検査業務の範囲

第四章　登録定期確認機関

（登録の申請）

第三十条　法第四十一条の十七の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提出し

なければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の十八において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条の十八において準用する法第四十一条第一項第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の十八において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条の十八において準用する法第四十一条第一項第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　定期確認員等の氏名を記載した書類及び定期確認員等が法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条第一項第一号

又は第二号に該当する者であることを説明した書類

四　定期確認業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第三十一条　法第四十一条の十八において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日

の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期確認の方法等）

第三十二条　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲げ

るものとする。

一　施行規則第十四条の二十第二項の申請書及び同項の書類（同項ただし書に該当する者が受ける定期確認にあっては同項第二号の書

類）をもって申請に係る事業所等において実地に行うこと。

二　法第二十条第三項の記録又は法第二十五条第一項若しくは第三項の帳簿の記載事項に疑義があるときは、施設の状況の目視、関係者

からの聞き取り等により行うこと。

２　登録定期確認機関は、定期確認を行ったときは、当該定期確認を行った日の属する月の翌月末日までに、別記様式第十二による報告書

を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期確認の拒否の通知）

第三十三条　登録定期確認機関は、定期確認を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該定期確認を求めた者に

通知しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第三十四条　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとすると

きは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期確認業務規程の認可の申請）

第三十五条　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとする

ときは、別記様式第五の申請書に、定期確認業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式第

六の申請書に、定期確認業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期確認業務規程の記載事項）

第三十六条　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとお

りとする。

一　定期確認業務を行う時間及び休日に関する事項

二　定期確認業務を行う場所に関する事項

三　定期確認業務の実施方法に関する事項

四　定期確認の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　定期確認に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　定期確認証の交付に関する事項

七　定期確認員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項

八　定期確認業務に関する秘密の保持に関する事項

九　定期確認業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他定期確認業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第三十七条　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、別

記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第三十八条　法第四十一条の十八において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。
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２　法第四十一条の十八において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるもの

のうち、登録定期確認機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（定期確認員等の選任の届出等）

第三十九条　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をしよ

うとするときは、別記様式第八の届書に、定期確認員等に選任された者が法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条

第一項第一号又は第二号に該当する者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録定期確認機関は、定期確認員等の氏名について変更が生じたとき、又は定期確認員等を解任したときは、法第四十一条の十八にお

いて準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（役員の選任及び解任の届出）

第四十条　登録定期確認機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した書類

及び法第四十一条の十八において準用する法第四十一条第一項第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委

員会に提出しなければならない。

２　登録定期確認機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条の十八において準用す

る法第四十一条第一項第三号ロに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第四十一条　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりと

する。

一　定期確認を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに事業所等の名称及び所在地

二　定期確認の求めに係る書類の受理年月日

三　定期確認を行った年月日

四　定期確認を行った定期確認員等の氏名

五　定期確認の結果

六　定期確認証の番号及び交付年月日

七　その他定期確認に関し必要な事項

２　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、定期確認業務を行う事業所ごとに作成して備え付け、

記載の日から十年間保存しなければならない。

（定期確認業務の引継ぎ）

第四十二条　登録定期確認機関は、法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に

掲げる事項を行わなければならない。

一　定期確認業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　定期確認業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第四十三条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第十二条の十の登録をしたとき。 一　登録定期確認機関の氏名又は名称及び住所

二　定期確認業務の内容

三　定期確認業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十

一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録定期確認機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十

一条の六の許可をしたとき。

一　登録定期確認機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する定期確認業務の範囲

三　定期確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　定期確認業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十

一条の十二の規定により登録を取り消し、又は定期確認業務の

全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録定期確認機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は定期確認業務の全部若しくは一部の停止を命じた

年月日

三　定期確認業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を命

じた定期確認業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十

一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が定期確認業

務の全部又は一部を自ら行うものとするとき。

一　定期確認業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする定期確認業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の十八において読み替えて準用する法第四十

一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行って

いた定期確認業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　定期確認業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする定期確認業務の範囲

第五章　登録運搬物確認機関

（登録の申請）

第四十四条　法第四十一条の二十一の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

6



ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の二十二において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条の二十一の二第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の二十二において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条の二十一の二第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　運搬物確認員等の氏名を記載した書類及び運搬物確認員等が法第四十一条の二十一の二第一号又は第二号に該当する者であることを

説明した書類

四　運搬物確認業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第四十五条　法第四十一条の二十二において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の

日の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（運搬物確認の方法等）

第四十六条　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲

げるものとする。

一　一ペタベクレルを超える放射性同位元素の運搬物に係る確認は、次に掲げる方法により行うこと。ただし、原子力規制委員会が適当

と認める外国の法令に基づき放射性輸送物とされる運搬物を当該国から本邦内へ直接に運搬するときは、登録運搬物確認機関が運搬物

確認業務規程で定めるところにより、ロに掲げる方法を省略することができる。

イ　施行規則第十八条の十五第四項（同規則第二十四条の二の六の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の申請書及び同項の

書類（以下この項において「運搬物確認添付書類」という。）をもって確認を行うこと。

ロ　運搬物の発送場所において実地に行うこと。

二　一ペタベクレル以下の放射性同位元素又は放射性汚染物の運搬物に係る確認は、次に掲げる方法により行うこと。

イ　施行規則第十八条の十五第四項（同規則第二十四条の二の六の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の申請書及び運搬物

確認添付書類をもって確認を行うこと。

ロ　主任運搬物確認員が特に必要と認める場合には、運搬物の発送場所において実地に行うこと。

２　登録運搬物確認機関は、運搬物確認を行ったときは、当該運搬物確認を行った日の属する月の翌月末日までに、別記様式第十三による

報告書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（運搬物確認の拒否の通知）

第四十七条　登録運搬物確認機関は、運搬物確認を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該運搬物確認を求め

た者に通知しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第四十八条　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとす

るときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（運搬物確認業務規程の認可の申請）

第四十九条　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようと

するときは、別記様式第五の申請書に、運搬物確認業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様

式第六の申請書に、運搬物確認業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（運搬物確認業務規程の記載事項）

第五十条　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとお

りとする。

一　運搬物確認業務を行う時間及び休日に関する事項

二　運搬物確認業務を行う場所に関する事項

三　運搬物確認業務の実施方法に関する事項

四　運搬物確認の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　運搬物確認に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　運搬確認証の交付に関する事項

七　運搬物確認員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項

八　運搬物確認業務に関する秘密の保持に関する事項

九　運搬物確認業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他運搬物確認業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第五十一条　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするとき

は、別記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第五十二条　法第四十一条の二十二において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録

に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の二十二において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるも

ののうち、登録運搬物確認機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法
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（運搬物確認員等の選任の届出等）

第五十三条　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出を

しようとするときは、別記様式第八の届書に、運搬物確認員等に選任された者が法第四十一条の二十一の二第一号又は第二号に該当する

者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録運搬物確認機関は、運搬物確認員等の氏名について変更が生じたとき、又は運搬物確認員等を解任したときは、法第四十一条の二

十二において準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（役員の選任及び解任の届出）

第五十四条　登録運搬物確認機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した

書類及び法第四十一条の二十一の二第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければなら

ない。

２　登録運搬物確認機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条の二十一の二第三号

ロに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第五十五条　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおり

とする。

一　運搬物確認を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに事業所等又は事務所の名称及び所在地

二　運搬物確認の求めに係る書類の受理年月日

三　運搬物確認の求めに係る放射性輸送物の種類、収納する放射性同位元素等の種類及び数量並びに容器の承認の年月日及び番号

四　運搬物確認の求めに係る放射性輸送物の運搬の目的及び運搬予定時期

五　運搬物確認を行った年月日

六　運搬物確認を行った運搬物確認員等の氏名

七　運搬確認証の番号及び交付年月日

八　その他運搬物確認に関し必要な事項

２　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、運搬物確認業務を行う事業所ごとに作成して備え付

け、記載の日から十年間保存しなければならない。

（運搬物確認業務の引継ぎ）

第五十六条　登録運搬物確認機関は、法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、

次に掲げる事項を行わなければならない。

一　運搬物確認業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　運搬物確認業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第五十七条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第十八条第二項の登録をしたとき。 一　登録運搬物確認機関の氏名又は名称及び住所

二　運搬物確認業務の内容

三　運搬物確認業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四

十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録運搬物確認機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四

十一条の六の許可をしたとき。

一　登録運搬物確認機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する運搬物確認業務の範囲

三　運搬物確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　運搬物確認業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四

十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は運搬物確認業

務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録運搬物確認機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は運搬物確認業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た年月日

三　運搬物確認業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を

命じた運搬物確認業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が運搬物確

認業務の全部又は一部を自ら行うものとするとき。

一　運搬物確認業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする運搬物確認業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の二十二において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っ

ていた運搬物確認業務の全部又は一部を行わないものとすると

き。

一　運搬物確認業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする運搬物確認業務の範囲

第六章　登録埋設確認機関

（登録の申請）

第五十八条　法第四十一条の二十三の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の二十四において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条第一項第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの
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二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の二十四において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条第一項第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　埋設確認員等の氏名を記載した書類及び埋設確認員等が法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条第一項第一

号又は第二号に該当する者であることを説明した書類

四　埋設確認業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第五十九条　法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の

日の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（埋設確認の方法等）

第六十条　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲げ

るものとする。

一　施行規則第十九条の二第四項の申請書及び同項の書類（次号において「埋設確認添付書類」という。）をもって申請に係る廃棄事業

所において実地に行うこと。

二　埋設確認添付書類の記載事項に疑義があり、当該書類のみでは、廃棄物埋設において講ずる措置が法第十九条第一項に規定する原子

力規制委員会規則で定める技術上の基準に適合しているかどうかの判断ができないと認めるときは、追加の書類を求めて確認を行うこ

と。

２　登録埋設確認機関は、埋設確認を行ったときは、当該埋設確認を行った日の属する月の翌月末日までに、別記様式第十四による報告書

を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（埋設確認の拒否の通知）

第六十一条　登録埋設確認機関は、埋設確認を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該埋設確認を求めた者に

通知しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第六十二条　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとする

ときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（埋設確認業務規程の認可の申請）

第六十三条　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとす

るときは、別記様式第五の申請書に、埋設確認業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式

第六の申請書に、埋設確認業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（埋設確認業務規程の記載事項）

第六十四条　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のと

おりとする。

一　埋設確認業務を行う時間及び休日に関する事項

二　埋設確認業務を行う場所に関する事項

三　埋設確認業務の実施方法に関する事項

四　埋設確認の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　埋設確認に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　埋設確認証の交付に関する事項

七　埋設確認員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項

八　埋設確認業務に関する秘密の保持に関する事項

九　埋設確認業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他埋設確認業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第六十五条　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、

別記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第六十六条　法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録

に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるも

ののうち、登録埋設確認機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（埋設確認員等の選任の届出等）

第六十七条　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をし

ようとするときは、別記様式第八の届書に、埋設確認員等に選任された者が法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十

一条第一項第一号又は第二号に該当する者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録埋設確認機関は、埋設確認員等の氏名について変更が生じたとき、又は埋設確認員等を解任したときは、法第四十一条の二十四に

おいて準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。
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（役員の選任及び解任の届出）

第六十八条　登録埋設確認機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した書

類及び法第四十一条の二十四において準用する法第四十一条第一項第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規

制委員会に提出しなければならない。

２　登録埋設確認機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条の二十四において準用

する法第四十一条第一項第三号ロに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第六十九条　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおり

とする。

一　埋設確認を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに事業所等の名称及び所在地

二　埋設確認の求めに係る書類の受理年月日

三　埋設確認を行った年月日

四　埋設確認を行った場所

五　埋設確認を行った埋設確認員等の氏名

六　埋設確認証の番号及び交付年月日

七　その他埋設確認に関し必要な事項

２　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、埋設確認業務を行う事業所ごとに作成して備え付

け、記載の日から十年間保存しなければならない。

（埋設確認業務の引継ぎ）

第七十条　登録埋設確認機関は、法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に

掲げる事項を行わなければならない。

一　埋設確認業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　埋設確認業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第七十一条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第十九条の二第二項の登録をしたとき。 一　登録埋設確認機関の氏名又は名称及び住所

二　埋設確認業務の内容

三　埋設確認業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四

十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録埋設確認機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四

十一条の六の許可をしたとき。

一　登録埋設確認機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する埋設確認業務の範囲

三　埋設確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　埋設確認業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は埋設確認業務

の全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録埋設確認機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は埋設確認業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た年月日

三　埋設確認業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を

命じた埋設確認業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が埋設確認

業務の全部又は一部を自ら行うものとするとき。

一　埋設確認業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする埋設確認業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の二十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っ

ていた埋設確認業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　埋設確認業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする埋設確認業務の範囲

第七章　登録濃度確認機関

（登録の申請）

第七十二条　法第四十一条の二十五の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の二十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条第一項第三号イからハまでのいずれにも該当しないことを説明した書類

ホ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の二十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条第一項第三号ハに該当しないことを説明した書類

ニ　資産に関する調書

三　濃度確認員等の氏名を記載した書類及び濃度確認員等が法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条第一項第一

号又は第二号に該当する者であることを説明した書類

四　濃度確認業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類
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（登録の更新）

第七十三条　法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の

日の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（濃度確認の方法等）

第七十四条　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の三第二項の原子力規制委員会規則で定める方法は、次に掲

げるものとする。

一　施行規則第二十九条の三第三項の申請書及び同項の書類（次号において「濃度確認添付書類」という。）をもって申請に係る事業所

等において実地に行うこと。

二　濃度確認添付書類の記載事項に疑義があり、当該書類のみでは、濃度確認対象物に含まれる放射性同位元素（放射線発生装置から発

生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素を含む。以下この号において同じ。）の濃度の測定及び評価が法第三十三条の三

第二項の認可を受けた方法に従い行われたかどうか又は濃度確認対象物に含まれる放射性同位元素の濃度が同条第一項に規定する基準

を超えていないかどうかの判断ができないと認めるときは、追加の書類を求めて確認を行うこと。

２　登録濃度確認機関は、濃度確認を行ったときは、遅滞なく、別記様式第十五による報告書を原子力規制委員会に提出しなければならな

い。

３　前項の報告書の提出部数は、正本及び副本各一通とする。

（濃度確認の拒否の通知）

第七十五条　登録濃度確認機関は、濃度確認を行うことを拒否するときは、その旨を理由を付した文書をもって当該濃度確認を求めた者に

通知しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第七十六条　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとする

ときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（濃度確認業務規程の認可の申請）

第七十七条　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとす

るときは、別記様式第五の申請書に、濃度確認業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式

第六の申請書に、濃度確認業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（濃度確認業務規程の記載事項）

第七十八条　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のと

おりとする。

一　濃度確認業務を行う時間及び休日に関する事項

二　濃度確認業務を行う場所に関する事項

三　濃度確認業務の実施方法に関する事項

四　濃度確認の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　濃度確認に関する手数料の額及びその収納の方法に関する事項

六　濃度確認証の交付に関する事項

七　濃度確認員等の選任及び解任並びにその配置に関する事項

八　濃度確認業務に関する秘密の保持に関する事項

九　濃度確認業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十一　その他濃度確認業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第七十九条　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、

別記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第八十条　法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるも

ののうち、登録濃度確認機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（濃度確認員等の選任の届出等）

第八十一条　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をし

ようとするときは、別記様式第八の届書に、濃度確認員等に選任された者が法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十

一条第一項第一号又は第二号に該当する者であることを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録濃度確認機関は、濃度確認員等の氏名について変更が生じたとき、又は濃度確認員等を解任したときは、法第四十一条の二十六に

おいて準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第九の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（役員の選任及び解任の届出）

第八十二条　登録濃度確認機関は、役員を選任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、その者の経歴を記載した書

類及び法第四十一条の二十六において準用する法第四十一条第一項第三号ロ及びハに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規

制委員会に提出しなければならない。

２　登録濃度確認機関は、役員を解任したときは、その日から十五日以内に、別記様式第十の届書に、法第四十一条の二十六において準用

する法第四十一条第一項第三号ロに該当しないことを説明した書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第八十三条　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおり

とする。
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一　濃度確認を求めた者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに事業所等又は事務所の名称及び所在地

二　濃度確認の求めに係る書類の受理年月日

三　濃度確認の求めに係る濃度確認対象物の種類及び重量

四　濃度確認を行った年月日

五　濃度確認を行った場所

六　濃度確認の方法

七　濃度確認を行った濃度確認員等の氏名

八　濃度確認の結果

九　濃度確認証の番号及び交付年月日

十　その他濃度確認に関し必要な事項

２　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、濃度確認業務を行う事業所ごとに作成して備え付

け、記載の日から十年間保存しなければならない。

（濃度確認業務の引継ぎ）

第八十四条　登録濃度確認機関は、法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次

に掲げる事項を行わなければならない。

一　濃度確認業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　濃度確認業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第八十五条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第三十三条の三第一項の登録をしたとき。 一　登録濃度確認機関の氏名又は名称及び住所

二　濃度確認業務の内容

三　濃度確認業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四

十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録濃度確認機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四

十一条の六の許可をしたとき。

一　登録濃度確認機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する濃度確認業務の範囲

三　濃度確認業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　濃度確認業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四

十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は濃度確認業務

の全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録濃度確認機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は濃度確認業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た年月日

三　濃度確認業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を

命じた濃度確認業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が濃度確認

業務の全部又は一部を自ら行うものとするとき。

一　濃度確認業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする濃度確認業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の二十六において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っ

ていた濃度確認業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　濃度確認業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする濃度確認業務の範囲

第八章　登録試験機関

（登録の申請）

第八十六条　法第四十一条の二十七の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の三十において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の三十において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　資産に関する調書

三　試験業務の実施方法に関する事項の概要を記載した書類

四　試験委員の氏名を記載した書類及び試験委員が法第四十一条の二十八第二号に該当する者であることを説明した書類

五　法第四十一条の二十八第三号に規定する試験の信頼性の確保のための専任の管理者及び試験業務の管理を行う専任の部門が置かれて

いることを説明した書類

六　試験業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第八十七条　法第四十一条の三十において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日

の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（信頼性の確保のための措置）

第八十八条　法第四十一条の二十九第一項の原子力規制委員会規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

一　試験業務の管理（試験に関する秘密の保持及び試験の合格の基準に関することを含む。）に関する文書が作成されていること。
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二　前号に掲げる文書に記載されたところに従い試験業務の管理を行う専任の部門を置くこと。

三　試験に関する不正行為を防止するための措置を講ずること。

四　終了した試験の問題及び当該試験の合格基準を公表すること。

五　試験に備えるための講義、講習、公開模擬学力試験その他の学力の教授に関する業務を行わないこと。

（試験結果の報告）

第八十九条　登録試験機関は、試験を実施したときは、当該試験を実施した日から三月以内に、第一種放射線取扱主任者試験又は第二種放

射線取扱主任者試験の別に、別記様式第十六による報告書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　前項の報告書には、合格者の氏名、生年月日、住所及び試験の課目ごとの成績を記載した合格者の一覧表を添付しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第九十条　登録試験機関は、法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとするときは、

別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（試験業務規程の認可の申請）

第九十一条　登録試験機関は、法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとするとき

は、別記様式第五の申請書に、試験業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録試験機関は、法第四十一条の三十において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式第六の

申請書に、試験業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（試験業務規程の記載事項）

第九十二条　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとお

りとする。

一　試験業務を行う時間及び休日に関する事項

二　試験業務を行う場所及び試験地に関する事項

三　試験業務の実施方法に関する事項

四　試験業務の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　試験の受験の申込みに関する事項

六　試験の受験手数料の額及びその収納の方法に関する事項

七　試験の問題の作成及び試験の合否判定の方法に関する事項

八　終了した試験の問題及び試験の合格基準の公表に関する事項

九　試験委員の選任及び解任に関する事項

十　試験業務に関する秘密の保持に関する事項

十一　不正受験者の処分に関する事項

十二　試験業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十三　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十四　その他試験業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第九十三条　登録試験機関は、法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、別記様

式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第九十四条　法第四十一条の三十において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の三十において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるもの

のうち、登録試験機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（試験委員の選任の届出等）

第九十五条　登録試験機関は、法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をしようと

するときは、別記様式第十七の届書に、試験委員に選任された者が法第四十一条の二十八第二号に該当する者であることを説明した書類

を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録試験機関は、試験委員の氏名について変更が生じたとき、試験委員の担当する試験の課目を変更したとき、又は試験委員を解任し

たときは、法第四十一条の三十において準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第十八の届書を原子力規制委員会

に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第九十六条　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、第一種放射線

取扱主任者試験又は第二種放射線取扱主任者試験の別に、次のとおりとする。

一　試験の実施年月日

二　試験地

三　合格者の受験番号、氏名、生年月日及び住所

四　その他試験に関し必要な事項

２　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、試験業務を行う事業所ごとに作成して備え付け、記載

の日から試験業務を廃止するまで保存しなければならない。

（試験業務の引継ぎ）

第九十七条　登録試験機関は、法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に掲げ

る事項を行わなければならない。

一　試験業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　試験業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項
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（公示）

第九十八条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第三十五条第二項の登録をしたとき。 一　登録試験機関の氏名又は名称及び住所

二　試験業務の内容

三　試験業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一

条の四の規定による届出があったとき。

一　登録試験機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一

条の六の許可をしたとき。

一　登録試験機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する試験業務の範囲

三　試験業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　試験業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一

条の十二の規定により登録を取り消し、又は試験業務の全部若し

くは一部の停止を命じたとき。

一　登録試験機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は試験業務の全部若しくは一部の停止を命じた年

月日

三　試験業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を命じ

た試験業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一

条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が試験業務の全部

又は一部を自ら行うものとするとき。

一　試験業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする試験業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の三十において読み替えて準用する法第四十一

条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っていた

試験業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　試験業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする試験業務の範囲

第九章　登録資格講習機関

（登録の申請）

第九十九条　法第四十一条の三十一の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の三十四において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の三十四において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　資産に関する調書

三　資格講習業務の実施方法に関する事項の概要を記載した書類

四　資格講習に用いる施設及び機械、器具その他の設備の種類、数及びその所有又は借入れの別を記載した書類

五　講師の氏名を記載した書類及び講師が法第四十一条の三十二第二号に該当する者であることを説明した書類

六　資格講習業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第百条　法第四十一条の三十四において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日の

九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（資格講習結果の報告）

第百一条　登録資格講習機関は、資格講習を実施したときは、当該資格講習が終了した日の属する月の翌月末日までに、第一種放射線取扱

主任者講習、第二種放射線取扱主任者講習又は第三種放射線取扱主任者講習の別に、別記様式第十九による報告書を原子力規制委員会に

提出しなければならない。

２　前項の報告書には、資格講習の修了者の氏名、生年月日及び住所並びに講習修了証の番号を記載した資格講習の修了者の一覧表を添付

しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第百二条　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出をしようとすると

きは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（資格講習業務規程の認可の申請）

第百三条　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の五第一項前段の認可を受けようとする

ときは、別記様式第五の申請書に、資格講習業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において準用する法第四十一条の五第一項後段の認可を受けようとするときは、別記様式

第六の申請書に、資格講習業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（資格講習業務規程の記載事項）

第百四条　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の五第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとお

りとする。

一　資格講習業務を行う時間及び休日に関する事項

二　資格講習業務を行う場所及び資格講習の実施場所に関する事項

三　資格講習業務の実施方法に関する事項

四　資格講習業務の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　資格講習の受講の申込みに関する事項
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六　資格講習の受講手数料の額及びその収納の方法に関する事項

七　資格講習に用いる施設及び機械、器具その他の設備に関する事項

八　資格講習の講習修了証の交付に関する事項

九　講師の選任及び解任に関する事項

十　資格講習業務に関する秘密の保持に関する事項

十一　資格講習業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十二　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十三　その他資格講習業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の許可の申請）

第百五条　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の六の許可を受けようとするときは、別

記様式第七の申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第百六条　法第四十一条の三十四において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の三十四において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるも

ののうち、登録資格講習機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（講師の選任の届出等）

第百七条　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の八第一項前段の規定による届出をしよ

うとするときは、別記様式第二十の届書に、講師に選任された者が法第四十一条の三十二第二号に該当する者であることを説明した書類

を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録資格講習機関は、講師の氏名について変更が生じたとき、講師の担当する資格講習の課目を変更したとき、又は講師を解任したと

きは、法第四十一条の三十四において準用する法第四十一条の八第一項後段の規定により、別記様式第二十一の届書を原子力規制委員会

に提出しなければならない。

（帳簿の記載等）

第百八条　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、第一種放射線

取扱主任者講習、第二種放射線取扱主任者講習又は第三種放射線取扱主任者講習の別に、次のとおりとする。

一　資格講習の実施年月日

二　資格講習の実施場所

三　資格講習を行った講師の氏名並びに当該資格講習において担当した課目及びその時間

四　資格講習の修了者の氏名、生年月日及び住所並びに講習修了証の番号

五　その他資格講習に関し必要な事項

２　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、資格講習業務を行う事業所ごとに作成して備え付

け、記載の日から資格講習業務を廃止するまで保存しなければならない。

（資格講習業務の引継ぎ）

第百九条　登録資格講習機関は、法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する場合には、次に

掲げる事項を行わなければならない。

一　資格講習業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　資格講習業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第百十条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならない。

一　法第三十五条第二項の登録をしたとき。 一　登録資格講習機関の氏名又は名称及び住所

二　資格講習業務の内容

三　資格講習業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四

十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録資格講習機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四

十一条の六の許可をしたとき。

一　登録資格講習機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する資格講習業務の範囲

三　資格講習業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　資格講習業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その期間

四　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は資格講習業務

の全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録資格講習機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は資格講習業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た年月日

三　資格講習業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、停止を

命じた資格講習業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が資格講習

業務の全部又は一部を自ら行うものとするとき。

一　資格講習業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする資格講習業務の範囲及びその期間
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六　法第四十一条の三十四において読み替えて準用する法第四

十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら行っ

ていた資格講習業務の全部又は一部を行わないものとするとき。

一　資格講習業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする資格講習業務の範囲

第十章　登録放射線取扱主任者定期講習機関

（登録の申請）

第百十一条　法第四十一条の三十五の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に提

出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の四十において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の四十において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　資産に関する調書

三　放射線取扱主任者定期講習業務の実施方法に関する事項の概要を記載した書類

四　講師の氏名を記載した書類及び講師が法第四十一条の三十六第二号に該当する者であることを説明した書類

五　放射線取扱主任者定期講習業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第百十二条　法第四十一条の四十において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了の日

の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（放射線取扱主任者定期講習結果の報告）

第百十三条　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、放射線取扱主任者定期講習を実施したときは、当該放射線取扱主任者定期講習が終了

した日の属する月の翌月末日までに、別記様式第二十二による報告書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　前項の報告書には、放射線取扱主任者定期講習の修了者の氏名、生年月日及び住所、放射線取扱主任者定期講習の修了証の交付年月

日、放射線取扱主任者免状の番号並びに放射線取扱主任者として選任されている事業所等の名称及び所在地を記載した放射線取扱主任者

定期講習の修了者の一覧表を添付しなければならない。

（登録事項の変更の届出）

第百十四条　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、法第四十一条の四十において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出

をしようとするときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（放射線取扱主任者定期講習業務規程の届出）

第百十五条　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、法第四十一条の三十八第一項前段の規定による届出をしようとするときは、別記様式

第二十三の届書に、放射線取扱主任者定期講習業務規程を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、法第四十一条の三十八第一項後段の規定による届出をしようとするときは、別記様式第二十四

の届書に、放射線取扱主任者定期講習業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（放射線取扱主任者定期講習業務規程の記載事項）

第百十六条　法第四十一条の三十八第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりとする。

一　放射線取扱主任者定期講習業務を行う時間及び休日に関する事項

二　放射線取扱主任者定期講習業務を行う場所及び放射線取扱主任者定期講習の実施場所に関する事項

三　放射線取扱主任者定期講習業務の実施方法に関する事項

四　放射線取扱主任者定期講習業務の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　放射線取扱主任者定期講習の受講の申込みに関する事項

六　放射線取扱主任者定期講習の受講手数料の額及びその収納の方法に関する事項

七　放射線取扱主任者定期講習に用いる教材に関する事項

八　放射線取扱主任者定期講習の修了証の交付に関する事項

九　講師の選任及び解任に関する事項

十　放射線取扱主任者定期講習業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十一　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十二　その他放射線取扱主任者定期講習業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の届出）

第百十七条　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、法第四十一条の三十九の規定により放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を

休止し、又は廃止しようとするときは、別記様式第二十五の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第百十八条　法第四十一条の四十において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の四十において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるもの

のうち、登録放射線取扱主任者定期講習機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（帳簿の記載等）

第百十九条　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりと

する。

一　放射線取扱主任者定期講習の実施年月日

二　放射線取扱主任者定期講習の実施場所
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三　放射線取扱主任者定期講習を行った講師の氏名並びに当該放射線取扱主任者定期講習において担当した課目及びその時間

四　放射線取扱主任者定期講習の修了者の氏名、生年月日及び住所、放射線取扱主任者定期講習の修了証の交付年月日、放射線取扱主任

者免状の番号並びに放射線取扱主任者として選任されている事業所等の名称及び所在地

五　その他放射線取扱主任者定期講習に関し必要な事項

２　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、放射線取扱主任者定期講習業務を行う事業所ごとに作

成して備え付け、記載の日から放射線取扱主任者定期講習業務を廃止するまで保存しなければならない。

（放射線取扱主任者定期講習業務の引継ぎ）

第百二十条　登録放射線取扱主任者定期講習機関は、法第四十一条の四十において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定す

る場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　放射線取扱主任者定期講習業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　放射線取扱主任者定期講習業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第百二十一条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならな

い。

一　法第三十六条の二第一項の登録をしたとき。 一　登録放射線取扱主任者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　放射線取扱主任者定期講習業務の内容

三　放射線取扱主任者定期講習業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法

第四十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録放射線取扱主任者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の三十九の規定による届出があったと

き。

一　登録放射線取扱主任者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　休止し、又は廃止する放射線取扱主任者定期講習業務の範囲

三　放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、そ

の期間

四　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法

第四十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は放

射線取扱主任者定期講習業務の全部若しくは一部の停止

を命じたとき。

一　登録放射線取扱主任者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は放射線取扱主任者定期講習業務の全部若しくは一部の停

止を命じた年月日

三　放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあって

は、停止を命じた放射線取扱主任者定期講習業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法

第四十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会

が放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を自ら

行うものとするとき。

一　放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする放射線取扱主任者定期講習業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の四十において読み替えて準用する法

第四十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会

が自ら行っていた放射線取扱主任者定期講習業務の全部

又は一部を行わないものとするとき。

一　放射線取扱主任者定期講習業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする放射線取扱主任者定期講習業務の範囲

第十一章　登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関

（登録の申請）

第百二十二条　法第四十一条の四十一の登録の申請をしようとする者は、別記様式第一の申請書に次の書類を添えて、原子力規制委員会に

提出しなければならない。

一　申請者が法人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の氏名及び経歴を記載した書類

ハ　法第四十一条の四十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ニ　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの

二　申請者が個人である場合にあっては、次に掲げる書類

イ　住民票の写し及び履歴書

ロ　法第四十一条の四十六において準用する法第四十条各号のいずれにも該当しないことを説明した書類

ハ　資産に関する調書

三　特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務（以下この章において「防護管理者定期講習業務」という。）の実施方法に関する事項

の概要を記載した書類

四　講師の氏名を記載した書類及び講師が法第四十一条の四十二第二号に該当する者であることを説明した書類

五　防護管理者定期講習業務以外の業務を行っているときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

（登録の更新）

第百二十三条　法第四十一条の四十六において準用する法第四十一条の二第一項の登録の更新を受けようとする者は、登録の有効期間満了

の日の九十日前から三十日前までの間に別記様式第二の申請書に前条各号の書類を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならな

い。

（特定放射性同位元素防護管理者定期講習結果の報告）

第百二十四条　登録特定放射性同位元素防護管理者定期講習機関（以下この章において「登録防護管理者定期講習機関」という。）は、特

定放射性同位元素防護管理者定期講習（以下この章において「防護管理者定期講習」という。）を実施したときは、当該防護管理者定期

講習が終了した日の属する月の翌月末日までに、別記様式第二十二による報告書を原子力規制委員会に提出しなければならない。
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２　前項の報告書には、防護管理者定期講習の修了者の氏名、生年月日及び住所、防護管理者定期講習の修了証の交付年月日並びに特定放

射性同位元素防護管理者として選任されている事業所等の名称及び所在地を記載した防護管理者定期講習の修了者の一覧表を添付しなけ

ればならない。

（登録事項の変更の届出）

第百二十五条　登録防護管理者定期講習機関は、法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第四十一条の四の規定による届出を

しようとするときは、別記様式第四の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務規程の届出）

第百二十六条　登録防護管理者定期講習機関は、法第四十一条の四十四第一項前段の規定による届出をしようとするときは、別記様式第二

十三の届書に、特定放射性同位元素防護管理者定期講習業務規程（以下この章において「防護管理者定期講習業務規程」という。）を添

えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

２　登録防護管理者定期講習機関は、法第四十一条の四十四第一項後段の規定による届出をしようとするときは、別記様式第二十四の届書

に、防護管理者定期講習業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えて、原子力規制委員会に提出しなければならない。

（防護管理者定期講習業務規程の記載事項）

第百二十七条　法第四十一条の四十四第二項の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおりとする。

一　防護管理者定期講習業務を行う時間及び休日に関する事項

二　防護管理者定期講習業務を行う場所及び防護管理者定期講習の実施場所に関する事項

三　防護管理者定期講習業務の実施方法に関する事項

四　防護管理者定期講習業務の信頼性を確保するための措置に関する事項

五　防護管理者定期講習の受講の申込みに関する事項

六　防護管理者定期講習の受講手数料の額及びその収納の方法に関する事項

七　防護管理者定期講習に用いる教材に関する事項

八　防護管理者定期講習の修了証の交付に関する事項

九　講師の選任及び解任に関する事項

十　防護管理者定期講習業務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項

十一　財務諸表等の備付け及び閲覧等の方法に関する事項

十二　その他防護管理者定期講習業務の実施に関し必要な事項

（業務の休廃止の届出）

第百二十八条　登録防護管理者定期講習機関は、法第四十一条の四十五の規定により防護管理者定期講習業務の全部又は一部を休止し、又

は廃止しようとするときは、別記様式第二十五の届書を原子力規制委員会に提出しなければならない。

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等）

第百二十九条　法第四十一条の四十六において準用する法第四十一条の七第二項第三号の原子力規制委員会規則で定める方法は、電磁的記

録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。

２　法第四十一条の四十六において準用する法第四十一条の七第二項第四号の原子力規制委員会規則で定める電磁的方法は、次に掲げるも

ののうち、登録防護管理者定期講習機関が定めるものとする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であ

って、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記

録したものを交付する方法

（帳簿の記載等）

第百三十条　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の原子力規制委員会規則で定める事項は、次のとおり

とする。

一　防護管理者定期講習の実施年月日

二　防護管理者定期講習の実施場所

三　防護管理者定期講習を行った講師の氏名並びに当該防護管理者定期講習において担当した課目及びその時間

四　防護管理者定期講習の修了者の氏名、生年月日及び住所、防護管理者定期講習の修了証の交付年月日並びに特定放射性同位元素防護

管理者として選任されている事業所等の名称及び所在地

五　その他防護管理者定期講習に関し必要な事項

２　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第四十一条の十三の帳簿は、防護管理者定期講習業務を行う事業所ごとに作成し

て備え付け、記載の日から防護管理者定期講習業務を廃止するまで保存しなければならない。

（防護管理者定期講習業務の引継ぎ）

第百三十一条　登録防護管理者定期講習機関は、法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第四十一条の十四第三項に規定する

場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　防護管理者定期講習業務を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

二　防護管理者定期講習業務に関する帳簿及び書類を原子力規制委員会に引き継ぐこと。

三　その他原子力規制委員会が必要と認める事項

（公示）

第百三十二条　原子力規制委員会は、次の表の上欄に掲げる場合には、それぞれ同表の下欄に掲げる事項を官報で公示しなければならな

い。

一　法第三十八条の三において読み替えて準用する法第三十

六条の二第一項の登録をしたとき。

一　登録防護管理者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　防護管理者定期講習業務の内容

三　防護管理者定期講習業務を行う事業所の所在地

四　登録した年月日

二　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第

四十一条の四の規定による届出があったとき。

一　登録防護管理者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　変更する事項

三　変更する年月日

三　法第四十一条の四十五の規定による届出があったとき。一　登録防護管理者定期講習機関の氏名又は名称及び住所
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二　休止し、又は廃止する防護管理者定期講習業務の範囲

三　防護管理者定期講習業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する年月日

四　防護管理者定期講習業務の全部又は一部を休止する場合にあっては、その

期間

四　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第

四十一条の十二の規定により登録を取り消し、又は防護管理

者定期講習業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。

一　登録防護管理者定期講習機関の氏名又は名称及び住所

二　登録を取り消し、又は防護管理者定期講習業務の全部若しくは一部の停止

を命じた年月日

三　防護管理者定期講習業務の全部又は一部の停止を命じた場合にあっては、

停止を命じた防護管理者定期講習業務の範囲及びその期間

五　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第

四十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が防護

管理者定期講習業務の全部又は一部を自ら行うものとすると

き。

一　防護管理者定期講習業務の全部又は一部を自ら行うものとする年月日

二　自ら行うものとする防護管理者定期講習業務の範囲及びその期間

六　法第四十一条の四十六において読み替えて準用する法第

四十一条の十四第二項の規定により原子力規制委員会が自ら

行っていた防護管理者定期講習業務の全部又は一部を行わな

いものとするとき。

一　防護管理者定期講習業務の全部又は一部を行わないものとする年月日

二　行わないものとする防護管理者定期講習業務の範囲

第十二章　雑則

第百三十三条　法第四十三条の三第二項において準用する法第四十三条の二第三項の職員の身分を示す証明書は、別記様式第二十六による

ものとする。

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（指定機構確認機関等に関する規則の廃止）

第二条　指定機構確認機関等に関する規則（昭和五十五年総理府令第六十一号）は、廃止する。

（報告書の作成等に関する経過措置）

第三条　この省令の施行の際現に放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部を改正する法律（平成十六年法律第六十九

号）による改正前の放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（以下「旧法」という。）第三十九条第一項の指定、旧法第

四十一条の九第一項の指定、旧法第四十一条の十第一項の指定又は旧法第四十一条の十九第一項の指定を受けている者が行うべき前条の

規定による廃止前の指定機構確認機関等に関する規則（以下「旧規則」という。）第十一条第一項の機構確認結果報告書、旧規則第十八

条第一項の検査結果報告書、旧規則第二十三条第一項の運搬物確認結果報告書又は旧規則第三十九条第一項の講習等結果報告書及び講習

等修了者一覧表の作成並びにこれらの書類の文部科学大臣に対する提出については、なお従前の例による。

（帳簿の作成等に関する経過措置）

第四条　この省令の施行の際現に旧法第三十九条第一項の指定、旧法第四十一条の九第一項の指定、旧法第四十一条の十第一項の指定、旧

法第四十一条の十二第一項の指定又は旧法第四十一条の十九第一項の指定を受けている者が行うべき旧規則第十二条、第十九条、第二十

四条、第三十三条又は第四十条の帳簿の作成及び保存については、なお従前の例による。

附　則　（平成一八年四月二八日文部科学省令第二六号）

この省令は、会社法の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

附　則　（平成二一年一〇月九日文部科学省令第三三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十一年十一月一日から施行する。

附　則　（平成二四年三月二八日文部科学省令第九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二十四年四月一日）

から施行する。

附　則　（平成二四年七月五日文部科学省令第二六号）

この省令は、住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成二十一年法律第七十七号）及び出入国管理及び難民認定法及び日本国との平

和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成二十一年法律第七十九号）の施

行の日（平成二十四年七月九日）から施行する。

附　則　（平成二五年三月二九日文部科学省令第八号）

この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年一月五日原子力規制委員会規則第一号）

（施行期日）

第一条　この規則は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正

する法律附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（平成三十年四月一日）から施行する。ただし、別表第二に係る改正規定は、平成三

十一年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この規則の施行の際現に放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第二十一条第一項の規定により放射線障害予防規

程を原子力規制委員会に届け出ている者は、当該放射線障害予防規程を別表第一の規定による改正後の放射性同位元素等による放射線障

害の防止に関する法律施行規則第二十一条第一項各号に規定する事項について定めるものに変更し、平成三十一年八月三十日までに原子

力規制委員会に届け出なければならない。

附　則　（平成三〇年六月八日原子力規制委員会規則第六号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年六月一〇日原子力規制委員会規則第一号）

この規則は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する

法律附則第一条本文に掲げる規定の施行の日（令和元年九月一日）から施行する。

附　則　（令和元年七月一日原子力規制委員会規則第三号）

19



この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。ただし、第四十四条の規定は、

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の一部を改正する規則（平成三十年原子力規制委員会規則第十一号）の

施行の日（令和元年九月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二二日原子力規制委員会規則第二一号）

（施行期日）

第一条　この規則は、令和三年一月一日から施行する。

（調整規定）

第二条　この規則及び核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則等の一部を改正する規則（令和二年原子力規制委員会

規則第二十号）により改正される放射性同位元素等の規制に関する法律施行規則の規定は、核燃料物質等の工場又は事業所の外における

運搬に関する規則等の一部を改正する規則によってまず改正され、次いでこの規則によって改正されるものとする。
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別記様式第１（第２条、第１６条、第３０条、第４４条、第５８条、第７２条、第８６条、第９９条、第１１１条、第１２２条関係）

別記様式第１（第２条、第16条、第30条、第44条、第58条、第72条、第86条、第99条、第
111条、第122条関係）

整理番号（注１）

認 証
検 査
定 期 確 認
運 搬 物 確 認
埋 設 確 認

登録 機関 登録申請書
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習
放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第39条
第41条の15
第41条の17
第41条の21
第41条の23

放射性同位元素等の規制に関する法律 の規定により、次のとおり
第41条の25
第41条の27
第41条の31
第41条の35
第41条の41

登録を申請します。

氏 名 又 は 名 称

法人にあっては、その代表者の氏名

郵便番号（ ）

住 所 都道
府県

電話番号（ ）

名 称

事 業 所（注２）
郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

業 務 の 内 容（注３）

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「事業所」 事業所の名称及び所在地については、業務を行う事業所の名称及び所
在地を記載すること。業務を行う事業所が複数ある場合には、全て記載すること。

３ 「業務の内容」 業務の内容の概要を記載するとともに「（詳細については別紙の
とおり）」と記載し、業務の内容を詳細に記載した別紙を添えること。

備考１ この用紙は、日本産業規格Ａ４のつづり込式とすること。
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２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この申請書の提出部数は、正本及び副本各１通とすること。
４ この申請書の正本には、登録認証機関等に関する規則に規定する書類を、それら
の書類の一覧表と共に添えること。

５ 裏面に登録免許税納付書又は領収証書を貼り付けること。
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（裏）

登録免許税納付書・領収証書貼付欄
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別記様式第２（第３条、第１７条、第３１条、第４５条、第５９条、第７３条、第８７条、第１００条、第１１２条、第１２３条関係）

別記様式第２（第３条、第17条、第31条、第45条、第59条、第73条、第87条、第100条、
第112条、第123条関係）

整理番号（注１）

認 証
検 査
定 期 確 認
運 搬 物 確 認
埋 設 確 認

登録 機関 登録更新申請書
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習
放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の２
第41条の16において準用する同法第41条の２
第41条の18において準用する同法第41条の２
第41条の22において準用する同法第41条の２
第41条の24において準用する同法第41条の２

の規定により、次のとおり登録の
第41条の26において準用する同法第41条の２
第41条の30において準用する同法第41条の２
第41条の34において準用する同法第41条の２
第41条の40において準用する同法第41条の２
第41条の46において準用する同法第41条の２

更新を申請します。

氏 名 又 は 名 称

法人にあっては、その代表者の氏名

郵便番号（ ）

住 所 都道
府県

電話番号（ ）

登 録 番 号 及 び 登 録 年 月 日

名 称

事 業 所（注２）
郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

業 務 の 内 容（注３）

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
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２ 「事業所」 事業所の名称及び所在地については、業務を行う事業所の名称及び所
在地を記載すること。業務を行う事業所が複数ある場合には、全て記載すること。

３ 「業務の内容」 業務の内容の概要を記載するとともに「（詳細については別紙の
とおり）」と記載し、業務の内容を詳細に記載した別紙を添えること。

備考１ この用紙は、日本産業規格Ａ４のつづり込式とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この申請書の提出部数は、正本及び副本各１通とすること。
４ この申請書の正本には、登録認証機関等に関する規則に規定する書類を、それら
の書類の一覧表と共に添えること。
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別記様式第３（第４条第２項関係）

別記様式第３（第４条第２項関係）

整理番号（注１）

設計認証等結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第４条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

設計認証又は特定設計認証の別

氏名又は名称

設計認証等を受けた者
郵便番号（ ）

住 所
都道
府県

電話番号（ ）

名 称

事 業 所 等（注２）
郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

許可証の年月日及び番号、法第３条の
２第１項の届出をした年月日又は法第
４条第１項の届出をした年月日

（注３）

放
射 名 称 及 び 用 途
性
同
位
元 放射性同位元素の種類及び数量
素 （注４）
装
備
機 設 計 の 名 称 及 び 製 造 者 名
器

認 証 番 号

認 証 年 月 日

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「事業所等」 放射性同位元素装備機器の製造者等が当該機器を製造する場所又は
輸入した放射性同位元素装備機器について検査する場所について記載すること。

３ 「許可証の年月日及び番号、法第３条の２第１項の届出をした年月日又は法第４条
第１項の届出をした年月日」 法第３条の２第１項又は法第４条第１項の届出の際に
通知された届出番号がある場合には、当該届出番号を併せて記載すること。
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４ 「放射性同位元素の種類及び数量」 記載欄に記載しきれないときは、別の用紙に
記載して添えること。

備考 この用紙は、日本産業規格Ａ４のつづり込式とすること。
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別記様式第４（第６条、第２０条、第３４条、第４８条、第６２条、第７６条、第９０条、第１０２条、第１１４条、第１２５条関係）

別記様式第４（第６条、第20条、第34条、第48条、第62条、第76条、第90条、第102条、
第114条、第125条関係）

整理番号（注）

認 証
検 査
定 期 確 認
運 搬 物 確 認
埋 設 確 認

登録 機関 登録事項変更届
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習
放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の４
第41条の16において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の18において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の22において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の24において読み替えて準用する同法第41条の４

の規定により、次の
第41条の26において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の30において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の34において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の40において読み替えて準用する同法第41条の４
第41条の46において読み替えて準用する同法第41条の４

とおり登録事項の変更を届け出ます。

変 更しようと する事項

変更しようとする年月日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙は、日本産業規格Ａ４のつづり込式とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
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別記様式第５（第７条第１項、第２１条第１項、第３５条第１項、第４９条第１項、第６３条第１項、第７７条第１項、第９１条第１項、
第１０３条第１項関係）

別記様式第５（第７条第１項、第21条第１項、第35条第１項、第49条第１項、第63条第１
項、第77条第１項、第91条第１項、第103条第１項関係）

整理番号（注）

認 証
検 査
定 期 確 認

登録 運搬物確認 機関 業務規程認可申請書
埋 設 確 認
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の５第１項前段
第41条の16において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段
第41条の18において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段
第41条の22において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段

の規定に
第41条の24において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段
第41条の26において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段
第41条の30において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段
第41条の34において読み替えて準用する同法第41条の５第１項前段

より、次のとおり認可を申請します。

業 務 開 始 予 定 年 月 日

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この申請書には、業務規程を添えること。
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別記様式第６（第７条第２項、第２１条第２項、第３５条第２項、第４９条第２項、第６３条第２項、第７７条第２項、第９１条第２項、
第１０３条第２項関係）

別記様式第６（第７条第２項、第21条第２項、第35条第２項、第49条第２項、第63条第２
項、第77条第２項、第91条第２項、第103条第２項関係）

整理番号（注）

認 証
検 査
定 期 確 認

登録 運搬物確認 機関 業務規程変更認可申請書
埋 設 確 認
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の５第１項後段
第41条の16において準用する同法第41条の５第１項後段
第41条の18において準用する同法第41条の５第１項後段
第41条の22において準用する同法第41条の５第１項後段 の規定により、次のと
第41条の24において準用する同法第41条の５第１項後段
第41条の26において準用する同法第41条の５第１項後段
第41条の30において準用する同法第41条の５第１項後段
第41条の34において準用する同法第41条の５第１項後段

おり認可を申請します。

変 更しようと する事項

変更しようとする年月日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この申請書には、業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えること。
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別記様式第７（第９条、第２３条、第３７条、第５１条、第６５条、第７９条、第９３条、第１０５条関係）

別記様式第７（第９条、第23条、第37条、第51条、第65条、第79条、第93条、第105条関
係）

整理番号（注）

認 証
検 査
定 期 確 認

登録 運搬物確認 機関 業務の休止(廃止)許可申請書
埋 設 確 認
濃 度 確 認
試 験
資 格 講 習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の６
第41条の16において読み替えて準用する同法第41条の６
第41条の18において読み替えて準用する同法第41条の６
第41条の22において読み替えて準用する同法第41条の６ の規定により、次のと
第41条の24において読み替えて準用する同法第41条の６
第41条の26において読み替えて準用する同法第41条の６
第41条の30において読み替えて準用する同法第41条の６
第41条の34において読み替えて準用する同法第41条の６

おり許可を申請します。

休止(廃止)しようとする業務の範囲

休止(廃止)しようとする年月日

休 止 し よ う と す る 期 間

休止 (廃止 )しようとする理由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
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別記様式第８（第１１条第１項、第２５条第１項、第３９条第１項、第５３条第１項、第６７条第１項、第８１条第１項関係）

別記様式第８（第11条第１項、第25条第１項、第39条第１項、第53条第１項、第67条第１
項、第81条第１項関係）

整理番号（注）

認 証 （主任）設計認証員
検 査 （主任）検 査 員

登録 定 期 確 認 機関 （主任）定期確認員 選任届
運搬物確認 （主任）運搬物確認員
埋 設 確 認 （主任）埋設確認員
濃 度 確 認 （主任）濃度確認員

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の８第１項前段
第41条の16において読み替えて準用する同法第41条の８第１項前段
第41条の18において読み替えて準用する同法第41条の８第１項前段
第41条の22において読み替えて準用する同法第41条の８第１項前段 の規定によ
第41条の24において読み替えて準用する同法第41条の８第１項前段
第41条の26において読み替えて準用する同法第41条の８第１項前段

り、次のとおり届け出ます。

氏 名

郵便番号（ ）

事 業 所 の 所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

選 任 し た 年 月 日

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この届書には、登録認証機関等に関する規則に規定する書類を添えること。

32



別記様式第９（第１１条第２項、第２５条第２項、第３９条第２項、第５３条第２項、第６７条第２項、第８１条第２項関係）

別記様式第９（第11条第２項、第25条第２項、第39条第２項、第53条第２項、第67条第２
項、第81条第２項関係）

整理番号（注）

認 証 （主任）設計認証員
検 査 （主任）検 査 員

登録 定 期 確 認 機関 （主任）定期確認員 変更届
運搬物確認 （主任）運搬物確認員
埋 設 確 認 （主任）埋設確認員
濃 度 確 認 （主任）濃度確認員

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律

第41条の８第１項後段
第41条の16において準用する同法第41条の８第１項後段
第41条の18において準用する同法第41条の８第１項後段
第41条の22において準用する同法第41条の８第１項後段 の規定により、次のと
第41条の24において準用する同法第41条の８第１項後段
第41条の26において準用する同法第41条の８第１項後段

おり届け出ます。

氏 名

郵便番号（ ）

事 業 所 の 所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

変 更 の 内 容

変 更 し た 年 月 日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
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別記様式第１０（第１２条、第２６条、第４０条、第５４条、第６８条、第８２条関係）

別記様式第10（第12条、第26条、第40条、第54条、第68条、第82条関係）

整理番号（注）

認 証
検 査

登録 定 期 確 認 機関 役員選任（解任）届
運搬物確認
埋 設 確 認
濃 度 確 認

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第12条第 項
第26条第 項

登録認証機関等に関する規則 第40条第 項 の規定により、次のとおり届け
第54条第 項
第68条第 項
第82条第 項

出ます。

選任（解任）した役員の氏名

選 任 （ 解 任 ） し た 年 月 日

選 任 （ 解 任 ） の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
３ この届書には、登録認証機関等に関する規則に規定する書類を添えること。
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別記様式第１１（第１８条第２項関係）

別記様式第11（第18条第２項関係）

整理番号（注１）

施設検査等結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第18条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

施 設 検 査 又 は 定 期 検 査 の 別

氏 名 又 は 名 称

施 設 検 査 等 郵便番号（ ）
を 受 け た 者

住 所
都道
府県

電話番号（ ）

特定許可使用者又は許

可廃棄業者の別

事 業 所 等
名 称

郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号

貯能 密封された放射性同位元素
蔵力 に係る貯蔵能力
施等
設 密封されていない放射性同
の 位元素に係る貯蔵能力
貯
蔵 放射線発生装置の種類、台

（注２） 数及び性能

施 設 検 査 等 を 行 っ た 年 月 日

施設検査等を行った検査員等の氏名

施 設 検 査 等 結 果 の 概 要（注３）

合格証の交付年月日及び番号（注４）

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「貯蔵施設の貯蔵能力等」 許可廃棄業者にあっては、放射性廃棄物に係る廃棄物
貯蔵施設の貯蔵能力について記載すること。

３ 「施設検査等結果の概要」 記載欄に記載しきれないときは、別の用紙に記載して
添えること。
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４ 「合格証の交付年月日及び番号」 検査の結果、合格としなかった場合には、その
理由及び是正の見通しについて記載すること。

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第１２（第３２条第２項関係）

別記様式第12（第32条第２項関係）

整理番号（注１）

定期確認結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第32条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

氏名又は名称

定期確認を受けた者 郵便番号（ ）

住 所
都道
府県

電話番号（ ）

特定許可使用者
又は許可廃棄業
者の別

事 業 所 等 名 称

郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号

貯能 密封された放射性同位元素
蔵力 に係る貯蔵能力
施等
設 密封されていない放射性同
の 位元素に係る貯蔵能力
貯
蔵 放射線発生装置の種類、台

（注２） 数及び性能

定 期 確 認 を 行 っ た 年 月 日

定 期 確 認 を 行 っ た
定 期 確 認 員 等 の 氏 名

定期確認証の交付年月日及び番号
（注３）

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「貯蔵施設の貯蔵能力等」 許可廃棄業者にあっては、放射性廃棄物に係る廃棄物
貯蔵施設の貯蔵能力について記載すること。

３ 「定期確認証の交付年月日及び番号」 確認の結果、定期確認証を交付しなかった
場合には、その理由及び是正の見通しについて記載すること。

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第１３（第４６条第２項関係）

別記様式第13（第46条第２項関係）

整理番号（注１）

運搬物確認結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第46条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

氏 名 又 は 名 称

運 搬 物 確 認 郵便番号（ ）
を 受 け た 者

住 所
都道
府県

電話番号（ ）

許可届出使用者等
の区分 （注２）

事 業 所 等 名 称
又 は
事 務 所 郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

運 搬 の 目 的（注３）

運 搬 予 定 時 期

名 称（注４）
放
射 種 類（注５）
性
輸 収納する放射性同位元素等の種類
送 及び数量
物
容器の承認の年月日及び番号

運 搬 物 確 認 を 行 っ た 年 月 日

運 搬 物 確 認 を 行 っ た
運 搬 物 確 認 員 等 の 氏 名

運搬確認証の番号及び交付年月日

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「許可届出使用者等の区分」 許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者若し
くは許可廃棄業者又はこれらの者から運搬を委託された者の別を記載すること。

３ 「運搬の目的」 当該運搬に係る出発地及び目的地の事業所等の名称及び所在地を
併せて記載すること。

４ 「名称」 放射性輸送物の通称を記載すること。
５ 「種類」 ＢＭ型輸送物又はＢＵ型輸送物の別を記載すること。
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備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第１４（第６０条第２項関係）

別記様式第14（第60条第２項関係）

整理番号（注）

埋設確認結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第60条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

埋設する埋設廃棄物についての確認又
は埋設及び覆土についての確認の別

氏名又は名称

埋設確認を受けた者
郵便番号（ ）

住 所 都道
府県

電話番号（ ）

名 称

事 業 所 等
郵便番号（ ）

所 在 地
都道
府県

電話番号（ ）

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号

埋 設 確 認 を 行 っ た 年 月 日

埋 設 確 認 を 行 っ た 場 所

埋 設 確 認 を 行 っ た
埋 設 確 認 員 等 の 氏 名

埋設確認証の交付年月日及び番号

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第１５（第７４条第２項関係）

別記様式第15（第74条第２項関係）

整理番号（注１）

濃度確認結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第74条第２項の規定により、次のとおり報告しま
す。

氏 名 又 は 名 称

濃 度 確 認 を 郵便番号（ ）
受 け た 者

住 所
都道
府県

電話番号（ ）

区 分（注２）

名 称
事 業 所 等
又 は 郵便番号（ ）
事 務 所 所 在 地 都道

府県
電話番号（ ）

許可証の年月日及び番号、法第３条の
２第１項の届出をした年月日又は法第
４条第１項の届出をした年月日

（注３）

濃度確認対象物の種類及び総重量
（注４）

濃 度 確 認 を 行 っ た 年 月 日

濃 度 確 認 を 行 っ た 場 所

濃 度 確 認 の 方 法（注５）

濃 度 確 認 を 行 っ た
濃 度 確 認 員 等 の 氏 名

濃 度 確 認 の 結 果（注６）

濃度確認証の交付年月日及び番号（注７）

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
２ 「区分」 許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者又は許可廃棄業者の別を
記載すること。

３ 「許可証の年月日及び番号、法第３条の２第１項の届出をした年月日又は法第４条
第１項の届出をした年月日」 法第３条の２第１項又は法第４条第１項の届出の際に
通知された届出番号がある場合には、当該届出番号を併せて記載すること。
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４ 「濃度確認対象物の種類及び総重量」 濃度確認対象物の種類については、放射性
同位元素によって汚染された物又は放射化物の別及び金属くず、コンクリート破片、
ガラスくず又は燃え殻若しくはばいじんの別を記載すること。

５ 「濃度確認の方法」 記載欄に記載しきれないときは、別の用紙に記載して添える
こと。

６ 「濃度確認の結果」 記載欄に記載しきれないときは、別の用紙に記載して添える
こと。

７ 「濃度確認証の交付年月日及び番号」 確認の結果、濃度確認証を交付しなかった
場合には、その理由及び是正の見通しについて記載すること。

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４のつづり込式とすること。
２ この報告書の提出部数は、正本及び副本各一通とすること。
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別記様式第１６（第８９条第１項関係）

別記様式第16（第89条第１項関係）

整理番号（注）

試験結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則第89条第１項の規定により、次のとおり報告しま
す。

第１種放射線取扱主任者試験又は
第２種放射線取扱主任者試験の別

実 施 年 月 日

申 込 者 数

受 験 者 数

合 格 者 数

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この報告書には、合格者の氏名、生年月日、住所及び試験の課目ごとの成績を記
載した合格者の一覧表を添えること。
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別記様式第１７（第９５条第１項関係）

別記様式第17（第95条第１項関係）

整理番号（注）

登録試験機関 試験委員選任届

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律第41条の30において読み替えて準用する同
法第41条の８第１項前段の規定により、次のとおり届け出ます。

選 任 し た 試 験 委 員 の 氏 名

担 当 す る 試 験 の 課 目

選 任 し た 年 月 日

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この届書には、試験委員に選任された者が放射性同位元素等の規制に関する法律
第41条の28第２号に該当する者であることを説明した書類を添えること。
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別記様式第１８（第９５条第２項関係）

別記様式第18（第95条第２項関係）

整理番号（注）

登録試験機関 試験委員変更届

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律第41条の30において準用する同法第41条の
８第１項後段の規定により、次のとおり届け出ます。

氏 名

担 当 す る 試 験 の 課 目

変 更 の 内 容

変 更 し た 年 月 日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第１９（第１０１条第１項関係）

別記様式第19（第101条第１項関係）

整理番号（注）

資格講習結果報告書

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

登録認証機関等に関する規則101条第１項の規定により、次のとおり報告しま
す。

第１種放射線取扱主任者講習、第
２種放射線取扱主任者講習又は第
３種放射線取扱主任者講習の別

実 施 年 月 日

申 込 者 数

受 講 者 数

修 了 者 数

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この報告書には、資格講習の修了者の氏名、生年月日及び住所並びに講習修了証
の番号を記載した資格講習の修了者の一覧表を添えること。
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別記様式第２０（第１０７条第１項関係）

別記様式第20（第107条第１項関係）

整理番号（注）

登録資格講習機関 講師選任届

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律第41条の34において読み替えて準用する同
法第41条の８第１項前段の規定により、次のとおり届け出ます。

選 任 し た 講 師 の 氏 名

担 当 す る 資 格 講 習 の 課 目

選 任 し た 年 月 日

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この届書には、講師に選任された者が放射性同位元素等の規制に関する法律第41
条の32第２号に該当する者であることを説明した書類を添えること。
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別記様式第２１（第１０７条第２項関係）

別記様式第21（第107条第２項関係）

整理番号（注）

登録資格講習機関 講師変更届

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

放射性同位元素等の規制に関する法律第41条の34において準用する同法第41条の
８第１項後段の規定により、次のとおり届け出ます。

氏 名

担 当 す る 資 格 講 習 の 課 目

変 更 の 内 容

変 更 し た 年 月 日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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別記様式第２２（第１１３条第１項、第１２４条第１項関係）

別記様式第22（第113条第１項、第124条第１項関係）

整理番号（注）

放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
結果報告書

特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第113条第１項
登録認証機関等に関する規則 の規定により、次のとおり報告しま

第124条第１項

す。

実 施 年 月 日

申 込 者 数

受 講 者 数

修 了 者 数

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この報告書には、放射線取扱主任者定期講習にあっては放射線取扱主任者定期講
習の修了者の氏名、生年月日及び住所、放射線取扱主任者定期講習の修了証の交付
年月日、放射線取扱主任者免状の番号並びに放射線取扱主任者として選任されてい
る事業所等の名称及び所在地を記載した放射線取扱主任者定期講習の修了者の一覧
表を、特定放射性同位元素防護管理者定期講習にあっては特定放射性同位元素防護
管理者定期講習の修了者の氏名、生年月日及び住所、特定放射性同位元素防護管理
者定期講習の修了証の交付年月日並びに特定放射性同位元素防護管理者として選任
されている事業所等の名称及び所在地を記載した特定放射性同位元素防護管理者定
期講習の修了者の一覧表を添えること。

49



別記様式第２３（第１１５条第１項、第１２６条第１項関係）

別記様式第23（第115条第１項、第126条第１項関係）

整理番号（注）

放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
登録 機関 業務規程届

特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第41条の38第１項前段
放射性同位元素等の規制に関する法律 の規定により、次

第41条の44第１項前段

のとおり届け出ます。

業 務 開 始 予 定 年 月 日

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この届書には、業務規程を添えること。
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別記様式第２４（第１１５条第２項、第１２６条第２項関係）

別記様式第24（第115条第２項、第126条第２項関係）

整理番号（注）

放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
登録 機関 業務規程変更届

特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第41条の38第１項後段
放射性同位元素等の規制に関する法律 の規定により、次

第41条の44第１項後段

のとおり届け出ます。

変 更しようと する事項

変更しようとする年月日

変 更 の 理 由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ この届書には、業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えること。
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別記様式第２５（第１１７条、第１２８条関係）

別記様式第25（第117条、第128条関係）

整理番号（注）

放 射 線 取 扱 主 任 者 定 期 講 習
登録 機関 業務の休止（廃止）届

特定放射性同位元素防護管理者定期講習

年 月 日

原子力規制委員会 殿

氏 名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

第41条の39
放射性同位元素等の規制に関する法律 の規定により、次のとおり届

第41条の45

け出ます。

休止(廃止)しようとする業務の範囲

休止(廃止)しようとする年月日

休 止 し よ う と す る 期 間

休止 (廃止 )しようとする理由

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。
備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。
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別記様式第２６（第１３３条関係）

別記様式第26（第133条関係）

表

第 号

立入検査職員身分証明書

職 名

氏 名

生年月日

上記の者は、放射性同位元素等

の規制に関する法律第43条の３第

１項の規定により立入検査を行う

職員であることを証明する。

年 月 日交付

原子力規制委員会 □印

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ７とすること。

裏

放射性同位元素等の規制に関する法律（抄）

第43条の３ 原子力規制委員会又は国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度で

、その職員に、原子力規制委員会にあつては登録認証機関、登録検査機関、登録定

期確認機関、登録運搬物確認機関、登録埋設確認機関、登録濃度確認機関、登録試

験機関、登録資格講習機関、登録放射線取扱主任者定期講習機関又は登録特定放射

性同位元素防護管理者定期講習機関の、国土交通大臣にあつては登録運搬方法確認

機関の事務所に立ち入り、これらの機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ

、又は関係者に質問させることができる。

２ 前条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。

第43条の２（第１項及び第２項略）

３ 前２項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、か

つ、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。

４ 第１項及び第２項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。

第56条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

五 第43条の３第１項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者
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